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一般会計

環境費

生活環境費

環境総務費

事業の仕分け 評価調書

基準日 平成21年3月31日現在 （単位：千円）

①事業名 リサイクルプラザ事業
事業開始年度

終了予定年度

②事業主体 福岡市

③実施箇所

④所管課

環境局 循環型社会推進部 家庭ごみ減量推進課

092-711-4346 092-733-5592

kateigomi.EB@city.fukuoka.lg.jp

⑥行政計画上の位置付け

総合計画 政策推進プラン（第２次実施計画）

政策目標 10 ライフスタイルを転換し，環境と共生する都市となる

施策事業体系 (1)地球温暖化対策の推進と循環型社会の構築

法律上の位置付け
・

他の行政計画での位置
付け

福岡市リサイクルプラザ条例
廃棄物の減量及び資源の有効利用に関する情報及び体験の場を市民に提
供すること等により，その意識の啓発を図るとともに自主的な活動を支援し，
もって資源循環型社会の形成に資する。

循環のまち・ふくおか基本計画
ごみ減量・リサイクルに関する総合情報ステーションとして機能強化し，環境
に関する取り組みをサポートする場とする。

⑦
事
業
概
要

時点 対象 将来達成したい状況

事業の目的
（事業開始時）

市民
　リサイクルプラザにおいて，ごみ減量・リサイクル活動の場の提供，情報の
提供，各種講座の開催等を行い，市民に３Ｒの考え方の重要性とその実践方
法を周知・浸透させることにより，ごみ減量・リサイクルを推進する。

事業の目的
（現在）

21年度
実施内容

○市民へのごみ減量・リサイクル活動の普及・啓発の場として，情報発信，講座・イベントの開催，不用品の受入・提供等を実施する。

○西部・ミニリサイクルプラザの携帯サイトを開設し，市民への広報・ＰＲを強化する。

○「リサイクルプラザ」の名称について，３Ｒの啓発施設としての事業内容がイメージできる，市民に親しみやすい愛称を公募により決定する。

平成22年度（予定）

同上 同上

事業手法
　西部リサイクルプラザ，ミニリサイクルプラザ，臨海リサイクルプラザの３施設において，ごみ減量・リサイクル活動の場の提供，情報の提供，各
種講座やイベントの開催を行うとともに，不用品の受入・提供等を実施する。

これまでの経過
及び

今後の全体計画

　ごみ減量・リサイクルに関する意識啓発や活動支援等のための公の施設として，平成６年に西部リサイクルプラザ，平成９年にミニリサイクルプ
ラザ，平成１３年に臨海リサイクルプラザを開設した。
　①西部リサイクルプラザ及びミニリサイクルプラザについては，本市施策の推進のために設置した施設であり，その管理・運営については，
　　平成18年度から導入した指定管理者制度により(財)ふくおか環境財団が実施。（・18～20年度：非公募，・21～23年度：公募）
　②臨海リサイクルプラザについては，市民との共働により，ごみ減量・リサイクルを推進する施設として，今後も市民ボランティア団体(NPO法人
　　エコネットふくおか)に事業の企画・運営を委託。（施設管理は，臨海工場と一体的に直営で実施。）

20年度
実施内容

○市民へのごみ減量・リサイクル活動の普及・啓発の場として，情報発信，講座・イベントの開催，不用品の受入・提供等の事業を実施した。

○西部・ミニリサイクルプラザについて，21～23年度の指定管理者を一般公募し，地方自治法に基づく議決を経て決定した。

⑧
年
度
計
画

スケジュール

平成20年度 平成21年度

繁
閑
期

特に忙しい

忙しい

通常

非稼働・
未実施期間

各リサイクルプラザにおいて事業実施 各リサイクルプラザにおいて事業実施 各リサイクルプラザにおいて事業実施

●指定管理者選定関係

準備

公募

選定・指定

●「愛称」募集

募集・選定

今年度の整理
次年度の準備

今年度の整理
次年度の準備

今年度の整理
次年度の準備

各リサイクルプラザにおいて事業実施 各リサイクルプラザにおいて事業実施 各リサイクルプラザにおいて事業実施

●指定管理者選定関係

準備

公募

選定・指定

●「愛称」募集

募集・選定

看板作成・設置

今年度の整理
次年度の準備

今年度の整理
次年度の準備

今年度の整理
次年度の準備

各リサイクルプラザにおいて事業実施 各リサイクルプラザにおいて事業実施 各リサイクルプラザにおいて事業実施

●指定管理者選定関係

準備

公募

選定・指定

●「愛称」募集

募集・選定

今年度の整理
次年度の準備

今年度の整理
次年度の準備

今年度の整理
次年度の準備

各リサイクルプラザにおいて事業実施 各リサイクルプラザにおいて事業実施 各リサイクルプラザにおいて事業実施

●指定管理者選定関係

準備

公募

選定・指定

●「愛称」募集

募集・選定

看板作成・設置

今年度の整理
次年度の準備

今年度の整理
次年度の準備

今年度の整理
次年度の準備



0.45 人 0.45 人 0.50 人 0.45 人

千円 3,420 千円 3,420 千円 3,800 千円 3,420 千円

人 人 人 人

千円 千円 千円 千円 千円

人 人 人 人

千円 千円 千円 千円 千円

0.45 人 0.45 人 0.50 人 0.45 人

減価償却費 180 千円 81 千円 81 千円 90 千円 81 千円

 庁舎維持管理費 210 千円 94 千円 94 千円 105 千円 94 千円

117,855 千円 122,984 千円 123,235 千円 120,128 千円

目標

実績

目標

実績

目標

実績

目標

実績

目標

実績

評価
A～D

事業名

所管所属名

事業名

所管所属名

116,533

　※事業が複数の個別事業から構成されている場合は、上段に事業費を記入し、下段に当該個別事業の事業費を記入する

－ 114,260 119,389 119,240

関連
内容

⑫
要
因
分
析

外
部
要
因

事業実施の
追い風となり
うる外部環境

　循環型社会を構築していくためには，市民一人ひとりの取り組みを着実に推進する必要があるが，市民意識調査等において，ごみ減量・リサイ
クルを通じて環境負荷の低減に積極的に寄与したいという市民が年々増えている。（リサイクルプラザはそのような市民の活動の場，情報収集の
場，不用品交換の場としての機能を発揮している。）

事業実施に
支障となるこ
とが予測され
る外部環境

　ミニリサイクルプラザについては，現在，旧南福岡養護学校の体育館等を活用しているが，西鉄大牟田線連続立体交差事業の進捗状況によ
り，移転，再整備を検討する必要がある。

内
部
要
因

関連事業

関連
内容

市民のごみ減量・リサイクルに対する関心は，年々高まっており，市民の関心を維持向上させ，実践
に繋げていく取り組みが必要であることから，リサイクルプラザでの市民へのごみ減量・リサイクルに
関する情報提供，各種講座等の開催事業を継続的に推進する。

ごみ減量・リサ
イクル率

27年度目標であるごみ減量・リ
サイクル率30%に対し，20年度は
22%。

ごみ減量・リサイクル率の２７年度目標に向けて順調に推移しているが，継続した取り組みが必要で
あることから，リサイクルプラザでの市民へのごみ減量・リサイクルに関する情報提供，各種講座等
の開催事業を通じて，今後ともごみ減量・リサイクルを推進する。

アウト
カム
に関
わる
指標

ごみ減量・リサ
イクルへの市

民関心度

市政アンケート調査において「ご
み減量・リサイクルに関心があ
る」市民の割合は，２０年度にお
いて91.5%。

不用品提供数 99.6% Ｃ 不用品の受け入れ・提供については，保管場所の問題もあるため，現状で適当量であるが，市民レ
ベルでのリユース推進の観点から，引き続き市民への呼びかけを行う。

講座受講者数 70.4% Ｄ
講座の内容について見直しを行い魅力を高めるとともに，市政だより，情報誌，ホームページ等によ
り，さらに施設の周知に努める。また，21年度に西部・ミニリサイクルプラザの携帯サイトを開設予
定。

⑪
目
標
達
成
度

（
2
0
年
度

）

指標・名称 達成状況（20年度） 目標の達成及び未達成の理由、今後必要となる努力・対策

アウト
プット
に関
わる
指標

入館者数 93.8% Ｃ 講座・イベントなどの事業内容や館内展示等の見直しを行い魅力を高めるとともに，市政だより，情
報誌，ホームページ等により，さらに施設の周知に努める。

（平成２７年度） 21.4% 22.0% 22.0%

２７年度に３０％を達成する

ごみ減量・リサイクルに対する市民関心度を維持向上させる

86.0% 89.7% 91.5%

アウト
カム
に関
わる
指標

ごみ減量・リサ
イクルへの市

民関心度

－ 市民関心度の維持向上

（　　　　年度） （平成　　年度）

ごみ減量・
リサイクル

率

15.0% 30.0%

（　　１４年度）

206,000 222,000 222,000

（　　　　年度） （平成　　年度） 205,693 221,227 221,062

不用品提供
数

－ 前年実績を上回る 215,000

9,000 10,000 10,000

（　　　　年度） （平成　　年度） 8,787 9,225 7,037

講座受講者
数

－ 前年実績を上回る 7,000

146,390 163,531 153,848

148,000 147,000 164,000 164,000

18年度 19年度 20年度 21年度

⑩
数
値
目
標

指標・名称 初期値 目指すべき目標値

アウト
プット
に関
わる
指標

入館者数
－ 前年実績を上回る

（　　　　年度） （平成　　年度）

職員数計

職員1人当たり
標準減価償却費

職員1人当たり
標準庁舎維持管理費

事業のトータルコスト

人件費
・

投入業務量

正規職員
標準人件費

7,600

嘱託職員
標準人件費

3,200

臨時職員
標準人件費

1,500

一般財源 ＋ 市債 －

一般財源 －

その他 － 114,260 119,389 119,240 116,533

市債 －
特
定
財
源

国庫・県支出金 －

 受益者負担分(使用料等) －

114,098 118,991 118,258 116,365

114,260 119,389 119,240 116,533

18年度決算 19年度決算 20年度決算見込 21年度予算

⑨
資
源
投
入
量

予
算
・
決
算

年度 総事業費

事業費（正規・嘱託・臨時職員の人件費を除く） －

うち、当該個別事業事業費（各人件費を除く）※

うち委託費・報償費 －

財
源
内
容



評価
A～D

⑮事業に対する所管部署の総合評価

Ａ 　　高い

Ｂ　　　　　

Ｃ　　　　　

Ｄ 　　低い

⑯今後の事業展開

Ⅰ　拡充・継続

Ⅱ　要改善　

Ⅲ　国/県/広域

Ⅳ　民間

Ⅴ　縮小

Ⅵ　廃止

　本市における循環型社会構築に向け，市民一人ひとりが意識を持ち，考え方を変え，行動するための第一歩は，まず，ごみ問題について学習
から始める必要がある。また，地域において自主的自発的な取組を継続していくためには，地域のリーダーの存在が必要不可欠である。
　このため，リサイクルプラザを「公の施設」として条例設置し，「循環のまち・ふくおか基本計画」において「総合情報ステーション」として位置づけ，
ごみ減量・リサイクルに関する情報や体験の場を市民に提供して意識の啓発を図るとともに，自主的な活動を支援・サービスの提供を行ってお
り，福岡式循環型社会の形成に不可欠の施設である。

　本市におけるごみ減量・リサイクルに関する総合情報ステーションとして，市内３か所にリサイクル
プラザを設置しており，西部・ミニリサイクルプラザを拠点に，主として情報提供や人材育成講座，地
域の環境団体の活動支援などを行い，臨海リサイクルプラザを拠点に，主として市民ボランティアに
よる講座やマイバッグ持参市民運動などの取り組みを進めている。
　今後も，それぞれの施設の特徴を効果的に発揮しつつ，ホームページの充実による情報発信機能
の強化や講座等の一層の充実などのサービス向上により，市民レベルでのごみ減量・リサイクルに
係る取り組みの全市的な展開を図っていく。

　３Ｒ（発生抑制，再使用，再生利用）が市
民の日常生活に定着し，また，市民・事業
者・行政の適切な役割分担と連携のもと，ご
み減量・リサイクルが推進される循環型社
会システムの構築。

Ⅰ

Ａ

今後の方向性 予想される今後の展開 事業終了の条件

ミニリサイクルプラザの移転 できるだけ運営費等の経費を増加させない形での移転先・方法を検討する。

必要性 分析・理由

課　　　　　題 今後の取り組みの方向性

情報提供機能の充実 講座・イベントなどの事業内容や，館内展示，情報誌，ホームページ等の見直し行う。

これ以上コストを下げるためにできることは何か。
もしくは、同様のコストでより大きな成果を上げる
ことは可能か

西部・ミニリサイクルプラザについては，指定管理者制度を導入することで，本市施策に
対応したサービスの向上と経費削減を図っている。また臨海リサイクルプラザについて
は，多くの市民ボランティアが活動する現在のNPOへの委託がコスト的にも最も効率的と
考えられる。

⑭課題と今後の取り組みの方向性

有効性・効率性の視点

対象者
事業の対象や働きかけの相手方等について効果
的な絞り込みが出来ているか

Ａ リサイクルプラザでは，幅広い年齢層に対して各種講座やイベント等への参加を働きか
け，多数の市民に対してごみ減量・リサイクルに関する啓発を行っている。

資源の有効活用
市が持っている社会資本・ストック（施設・調査資
料等）を有効に活用しているか

Ａ 西部及び臨海リサイクルプラザについては，清掃工場の施設を活用し，ミニリサイクルプ
ラザについては，旧学校施設を活用している。

コスト
業績の実績と投入コストを比較し、コストに見合う
成果を上げているか

Ａ
年間20万件を超える不用品の提供が行われている。また，市内の多くの小学校が施設見
学に訪れ，ごみに関する環境学習を実施しているほか，西部リサイクルプラザを拠点とし
て地域の環境団体の活動を支援したり，臨海リサイクルプラザを拠点として市民ボラン
ティアによる講座やマイバッグ持参市民運動などの取り組みも行われている。

受益者負担の
視点

受益者負担
受益者の負担の現状はどうなっているか Ｂ リサイクルプラザで実施する講座の一部で参加費（実費）を徴収するほか，リユース品の

販売やリサイクル募金の依頼等を行っている。

連携・効果性の視点
連携
市の他局・他部又は国・県との連携や役割分担
が出来ているか

Ｂ
西部及び臨海リサイクルプラザについては，それぞれ西部清掃工場，臨海清掃工場に併
設されており，工場とリサイクルプラザの見学をセットで受け入れ，ごみ減量・リサイクル
の情報提供を行う等，相互に連携している。

共働の視点
共働
地域・企業・ＮＰＯ等との連携し、共働できている
か。役割分担が出来ているか

Ｂ
臨海リサイクルプラザについては，市民活力を活かした市民レベルの活動拠点として，市
民自らの手による「ごみ減量・リサイクル活動の輪」を広げるため，プラザ事業の企画運
営を市民ボランティア団体の「NPO法人エコネットふくおか」に委託している。

実施主体の視点
代替性
市以外（民間，NPO，国，県など）が同種のサー
ビス提供の実施主体となっている事例がないか

Ｄ
本市の公の施設であり，他の政令市においても，市の直営・委託・指定管理者制度によ
り，市が実施主体となって事業を実施しており，民間・ＮＰＯが実施主体（財源負担を含
む）となっている事例はない。

⑬
事
業
内
容
の
チ

ェ
ッ
ク

項目 所管部署の現状分析・理由

事業の必要性の視点

必需性
市民が社会生活を営むうえで必要不可欠なサー
ビスか

Ｂ
循環型社会形成推進基本法に基づき，本市は循環型社会形成のために必要な３Ｒの施
策を総合的かつ計画的に推進する責務があり，その円滑な実施を確保するためには，市
民意識の啓発，自主的活動の支援，サービス提供施設が必要である。

公益性
サービスの提供により市民福祉が増大している
か

Ｂ
市民意識調査においても，ごみ減量・リサイクルを通じて環境負荷の低減に寄与したいと
いう市民が年々増えており，リサイクルプラザはそのような市民の活動の場，情報収集の
場，不用品交換の場として，公益的機能を発揮している。
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